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１ 制定理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が、令和５年３月３１日に公布され

たこと等に伴い、以下の改正項目等について改正するため、「青森市市税条例の一部を改正する条

例」を制定するものである。 

 

２ 条例の主な改正項目について 

（１）グリーン化特例の適用期限の延長（施行期日：公布の日） 

■グリーン化特例（軽課）：燃費性能等の優れた軽自動車（新車に限る）を取得した日の属

する年度の翌年度分の軽自動車税種別割の税率を軽減する措置 

【改正前】 【改正後】 

適用期限：令和４年度取得分まで 適用期限：車種区分に応じ、令和６年度又は 

令和７年度取得分まで適用 

※軽減割合は変更なし 

〇現行の軽課措置適用期限について、2030 年度燃費基準７０％達成車（営業用乗用車のみ）は

２年延長し、電気自動車等及び 2030 年度燃費基準９０％達成車（営業用乗用車のみ）は３

年延長する。 

※車種区分に応じた軽減割合は次のとおり。 

電気自動車等 
2030 年度燃費基準 

９０％達成車 ７０％達成車 

自家用乗用車 

７５％軽減 

※令和７年度取得分まで適用 

軽減なし 

営業用乗用車 
５０％軽減 

※令和７年度取得分まで適用 

２５％軽減 

※令和６年度取得分まで適用 

自家用貨物車 
軽減なし 

営業用貨物車 

 
 

（２）燃費・排ガス不正行為への対応（施行期日：令和６年１月１日） 

■納付不足額を徴収する際に加算する割合 

【改正前】 【改正後】 

納付不足額に１０％を加算して徴収 納付不足額に３５％を加算して徴収 

    

〇自動車メーカーの燃費・排ガス試験不正により生じた軽自動車税環境性能割及び軽自動車税

種別割の納付不足額に係る納税義務を当該不正を行ったメーカーに負わせる特例規定につ

いて、納付不足額を徴収する際に加算する割合を引き上げる。 
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（３）森林環境税の導入に伴う対応（施行期日：令和６年１月１日）    

〇森林環境税は、温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため森林整備等に必要な

地方財源を安定的に確保する観点から、平成３１年度税制改正により創設された国税である。 

〇令和６年度から、住所所在市町村が個人住民税（均等割）と併せて賦課徴収することとされ

たことから、賦課徴収の方法について規定する。 

■森林環境税の概要（令和６年度から課税） 

納税義務者等 国内に住所を有する個人に対して課する国税 

税率 年額１，０００円 

賦課徴収 住所所在市町村が個人住民税（均等割）と併せて賦課徴収 

賦課期日 １月１日（個人住民税と同じ） 

 

    ※復興財源確保等のため、平成２６年度から個人住民税の均等割に加算されている税率（年

額１，０００円）は、令和５年度で終了する。 

 

 

（４）わがまち特例制度に係る改正 

地域の実情に対応した政策を展開できるよう、地方税法に定められた範囲内で、地方自治体が

条例で特例率を決定する「わがまち特例制度」における特例措置の改廃に伴う改正を行う。 

 

① 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の終了に伴う廃止 

（施行期日：公布の日） 

〇市の認定を受けた先端設備等導入計画に基づき取得した事業用家屋及び償却資産に対する

以下の特例措置について、地方税法において廃止されたことに伴い、条例の規定を削除する。 

■特例内容 

対象資産 

先端設備等導入計画に基づき取得した事業用家屋※、機械及び装置、 

工具、器具及び備品、建物附属設備、構築物※  

※令和２年４月３０日以降のもののみ対象 

対象条件 旧モデル比で生産性を年平均１％以上向上させるもの 

対象期間 平成３０年４月１日～令和５年３月３１日 

特例期間・特例率 ３年間・零（わがまち特例） 

 

※令和５年１月２日から令和５年３月３１日までに取得した本特例の適用対象となる資産

については、従前のとおり、令和６年度から３年間の課税において特例が適用される。 

［参考］ 

地方税法に、市の認定を受けた先端設備等導入計画に基づき取得した機械装置等の償却

資産に対する以下の特例措置が創設された。 
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※本特例措置はわがまち特例制度とはなっていないため、条例への規定は不要 

■特例内容 

対象資産 
先端設備等導入計画に基づき取得した機械及び装置、工具、器具及び備

品、建物附属設備 

対象条件 投資利益率が年平均５％以上となるもの 

対象期間 令和５年４月１日～令和７年３月３１日 

特例期間・特例率 

３年間・１／２ 

上記の条件に加え、直前の事業年度と比較して雇用者給与等支給額の増

加率が１．５％以上となる賃上げ方針を先端設備等導入計画に位置付け

て従業員に表明した場合 

① 令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの取得資産 

５年間・１／３ 

② 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの取得資産 

４年間・１／３ 

 

 

 

② 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る減額割合の規定 

（施行期日：公布の日） 

〇市の認定を受ける等の要件を満たすマンションで、必要な修繕積立金が確保され、長寿命化

に資する大規模修繕工事が実施された場合に、工事が完了した年の翌年度分の建物に係る固

定資産税を減額する以下の特例措置について、条例で減額割合を定める。 

■減額内容 

マンションの要件 

・築後２０年以上を経過している総戸数が１０戸以上のマンションであ

ること。 

・大規模修繕工事を過去に１回以上適切に行っていること。 

・長寿命化に資する大規模修繕工事を適切に実施するために必要な修繕

積立金が確保されていること。 

工事期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日までに工事完了 

工事内容 

長寿命化に資する一定の大規模修繕工事 

※一定の大規模修繕工事であることにつき、建築士等が発行した証明書

等を添付して市に申告する。 

減額割合 

１戸当たり１００㎡相当分を上限 

参酌基準：１／３ 

上限  ：１／２ 下限：  １／６ 

条例で定める減額割合を、地方税法の参酌基準と同率の１/３とする。 

 

 


